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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電源と負荷機器との間に、無停電電源装置と並列に備えられ、上記無停電電源装置が取
り外された状態において、上記負荷機器に上記電源からの電力を供給する保守バイパス装
置において、
　上記保守バイパス装置は、複数の収納段を有するラックに搭載可能なラック搭載型であ
り、
　上記保守バイパス装置の厚さは、上記保守バイパス装置が収容される収納段の収納スペ
ースの上記収納段の並び方向の幅よりも薄く、
　上記無停電電源装置との接続線の接続部が、上記保守バイパス装置の前面に配設される
前面パネルに配設され、
　上記接続部は、器具を用いることなく上記接続線との接続および切り離しを行うことが
できるコネクタ形式であり、
　上記前面パネルは、上記ラックの前面より後方に位置すること、
を特徴とする保守バイパス装置。
【請求項２】
　前記前面パネルの前方に保護パネルが配設されていることを特徴とする請求項１に記載
の保守バイパス装置。
【請求項３】
　前記保護パネルは、前記無停電電源装置の配設方向に対し、前記前面パネルより広い幅
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に形成され、前方から見たときに、前記前面パネルが保護パネルにより完全に覆われてい
ることを特徴とする請求項２に記載の保守バイパス装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、保守バイパス装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力により稼動が行われる負荷機器の内、コンピュータ、半導体の製造ライン、あるい
は医療機器等には、その機能や用途の重要性から一瞬たりとも稼動の停止が許されないも
のがある。そこで、これらの負荷機器には、商用電源に停電が発生した場合でも、所定時
間の間、非常用電力を供給することができるように、商用電源と負荷機器との間に、無停
電電源装置（以下、ＵＰＳと言う）が取り付けられている。
【０００３】
　しかしながら、ＵＰＳには、バッテリや冷却ファン等の寿命の有る部品が使用されてい
る。そのため、ＵＰＳの正常な動作を維持するため、部品の交換や点検等のメンテナンス
を定期的に、あるいは必要に応じて実施したり、ＵＰＳを新品に交換する対策を講ずる必
要がある。
【０００４】
　メンテナンスの実施に当たっては、常時使用している常用のＵＰＳに代えて代替のＵＰ
Ｓを用い、この代替のＵＰＳを使用している間に取り外された常用のＵＰＳに対してメン
テナンスを行う。そして、常用のＵＰＳのメンテナンスが完了した後、このメンテナンス
済みのＵＰＳを代替のＵＰＳと交換する。
【０００５】
　しかしながら、上述したようにコンピュータ等の負荷機器には、一瞬たりとも停止する
ことが許されないものがある。つまり、このような負荷機器については、メンテナンスに
伴うＵＰＳの交換作業や新品への交換作業を行う際であっても、負荷機器への給電を停止
することなく、交換作業を行う必要がある。そのため、負荷機器には、商用電源との間に
ＵＰＳに並列に保守バイパス装置を取り付け、ＵＰＳの交換作業を行う際でも、負荷機器
への給電を継続することができる対策が施されている。
【０００６】
　しかしながら、保守バイパス装置は、ＵＰＳが取り外されている間、商用電源と負荷機
器とを接続するだけの機能を有するものであり、ＵＰＳのようにバッテリによる電力供給
機能を有しない。したがって、保守バイパス装置を介して商用電源の電力を負荷機器に供
給している間に、商用電源の側に停電が発生した場合には、負荷機器への給電が停止して
しまう事態に陥ってしまう。そのため、できるだけ短時間で常用のＵＰＳと代替のＵＰＳ
の交換作業を行い、保守バイパス装置を介して負荷装置に給電を行っている時間を極力短
くする必要がある。すなわち、ＵＰＳの交換作業をできるだけ効率よく行うことが出来る
ようにすることが望まれる。
【０００７】
　ところで、電子機器一般では、機器間の配線の接続を装置の前面に配設される操作パネ
ルにおいて行うことで、機器同士の接続と取り外し作業の効率を図る構成が、特許文献１
、あるいは特許文献２に開示されている。また、特許文献３には、ＵＰＳと保守バイパス
装置との接続をコネクタ接続とし、ＵＰＳの保守作業の効率化に寄与する構成が開示され
ている。
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－３４４０４２号公報
【特許文献２】特開２００１－２８４８６６号公報
【特許文献３】特開平８－１１１９４３号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、ＵＰＳは負荷機器のように日常的に操作の対象となるものではないため
、多くの場合、狭い電源室や負荷機器の邪魔にならない狭い場所に設置されている。すな
わち、ＵＰＳは、該ＵＰＳの交換作業を実施し難い場所に設置されることが多い。一方で
、ＵＰＳには高い電圧が印加されているため、交換作業の安全性を十分に確保する必要が
ある。したがって、このような場所においても、安全にスムーズな交換作業を行うことが
でき、交換作業の安全性を十分に確保しながらＵＰＳの交換時間を極力短くすることが要
求される。
【００１０】
　そこで、本発明は、ＵＰＳの交換作業の安全性と効率化を図ることができる保守バイパ
ス装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述の課題を解決するため、電源と負荷機器との間に、無停電電源装置と並列に備えら
れ、無停電電源装置が取り外された状態において、負荷機器に電源からの電力を供給する
保守バイパス装置において、無停電電源装置との接続線の接続部が、保守バイパス装置の
前面に配設される前面パネルに配設され、接続部は、器具を用いることなく接続線との接
続および切り離しを行うことができるコネクタ形式であることとする。
【００１２】
　保守バイパス装置をこのように構成することで、無停電電源装置との接続線の切り離し
と接続作業を安全かつ効率的に行うことができ、保守バイパス装置を介しての負荷機器へ
の電力を供給している時間を短縮することができる。
【００１３】
　さらに、本発明の保守バイパス装置は、複数の収納段を有するラックに搭載可能なラッ
ク搭載型の保守バイパス装置であり、保守バイパス装置の厚さは、保守バイパス装置が収
容される収納段の収納スペースの収納段の並び方向の幅よりも薄いこととする。
【００１４】
　保守バイパス装置をこのように構成することで、保守バイパス装置と無停電電源装置と
を併設してラックに搭載した際に、無停電電源装置との間に間隔を形成することができる
。そのため、この間隔を通して、無停電電源装置の後面に接続される保守バイパス装置と
の接続線を保守バイパス装置の前面側に通す作業を容易に行うことができる。
【００１５】
　さらに、本発明の保守バイパス装置の前面パネルは、ラックの前面より後方に位置する
こととする。
【００１６】
　保守バイパス装置をこのように構成することで、前面パネルがラックの前面より後方（
奥側）に位置し、そのため、作業者等が接続部に不用意に接触し、接続線が接続部から外
れてしまう事故を防ぐことができる。
【００１７】
　また、他の発明は、上述の発明に加え、前面パネルの前方に保護パネルが配設されてい
ることとする。
【００１８】
　保守バイパス装置をこのように構成することで、接続部を外部衝撃等から保護すること
ができ、作業者等が接続部に不用意に接触し、接続線が接続部から外れてしまう事故をよ
り効果的に防ぐことができる。
【００１９】
　また、他の発明は、上述の発明に加え、保護パネルは、無停電電源装置の配設方向に対
し、前面パネルより広い幅に形成され、前方から見たときに、前面パネルが保護パネルに
より完全に覆われていることとする。
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【００２０】
　保守バイパス装置をこのように構成することで、さらに確実に接続部を外部衝撃等から
保護することができ、作業者等が接続部に不用意に接触し、接続線が接続部から外れてし
まう事故をより効果的に防ぐことができる。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、ＵＰＳの交換作業の安全性と効率化を図ることができる保守バイパス
装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
（実施の形態）
　以下、本発明の実施の形態に係る保守バイパス装置１の構成について、図１から図５を
参照しながら説明する。図１は、保守バイパス装置１とこの保守バイパス装置１が接続さ
れるＵＰＳ（無停電電源装置）１００の回路構成を示す回路ブロック図である。また、図
２は、保守バイパス装置１の前面に配設される前面パネルとしての操作パネル２の構成を
示す図である。そして、図３は、保守バイパス装置１の外観を示す図であり、図３（Ａ）
は、保守バイパス装置１の平面図であり、図３（Ｂ）は、保守バイパス装置１の正面図で
ある。さらに、図３（Ｃ），（Ｄ）は、それぞれ、保守バイパス装置１の左側面図と右側
面図である。図４は、保守バイパス装置１とＵＰＳ１００とをラック２００に搭載した状
態を示す斜視図である。そして、図５は、図４に示す保守バイパス装置１とＵＰＳ１００
とがラック２００に搭載された状態を右側面からみたときの保守バイパス装置１とＵＰＳ
１００との配設関係を示す図である。
【００２３】
　先ず、図１を参照しながら、保守バイパス装置１とＵＰＳ１００の回路構成の概略を説
明する。この図１に示すように、保守バイパス装置１とＵＰＳ１００は、電気的な接続に
おいて、商用電源３００とコンピュータ等の負荷機器４００との間に配設される。
【００２４】
　保守バイパス装置１は、商用電源３００から負荷機器４００に供給される電力としての
交流電流（以下、商用電流、と記載する）をＵＰＳ１００をバイパス（迂回）して負荷機
器４００に供給することができるように、ＵＰＳ１００に対して電気的に並列に配設され
ている。つまり、保守バイパス装置１は、接続線５０１，５０２によりＵＰＳ１００に対
して並列に接続されている。
【００２５】
　接続線５０１の一端は、ＵＰＳ１００の入力端子１０１に接続され、他端は、保守バイ
パス装置１のＵＰＳ側出力端子３に接続される。なお、接続線５０１の他端側とＵＰＳ側
出力端子３とはコネクタ４によるコネクタ接続となっている。接続線５０２の一端は、Ｕ
ＰＳ１００の出力端子１０２に接続され、他端は、保守バイパス装置１のＵＰＳ側入力端
子５に接続される。なお、接続線５０２の他端側とＵＰＳ側入力端子５についてもコネク
タ６によるコネクタ接続となっている。
【００２６】
　保守バイパス装置１は、ＵＰＳ１００の使用時、すなわち、商用電源３００から供給さ
れる商用電流をＵＰＳ１００を介して負荷機器４００に供給する場合には、スイッチ７お
よびスイッチ８は閉状態とされ、スイッチ９は開状態とされる。したがって、ＵＰＳ１０
０の使用時には、保守バイパス装置１の入力端子１０に入力される商用電流は、ブレーカ
１１を介してＵＰＳ側出力端子３からＵＰＳ１００側に出力され、ＵＰＳ１００の入力端
子１０１に入力する。
【００２７】
　ＵＰＳ１００の入力端子１０１に入力した商用電流は、コンバータ１０３により直流電
流に変換された後、インバータ１０４により所望の電圧と周波数の交流電流に変換される
。さらにこの商用電流は、交流スイッチ１０５および発光ダイオード駆動回路１０６を介
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して、出力端子１０２に出力され、保守バイパス装置１のＵＰＳ側入力端子５に入力する
。そして、保守バイパス装置１の出力端子１２に出力され、この出力端子１２に接続され
る負荷機器４００に供給される。
【００２８】
　交流スイッチ１０５は、商用電流をインバータ１０４側を通過させるか、あるいはバイ
パス線１０９側を通過させるかの選択を行なうスイッチであり、後述するように、ＵＰＳ
１００を保守バイパス装置１から取り外す際に所定の切り替えを行う。発光ダイオード駆
動回路１０６は、交流スイッチ１０５の選択状態に応じて、発光ダイオード１０７と発光
ダイオード１０８を選択して発光させるものである。具体的には、交流スイッチ１０５が
インバータ１０４側に接続されている場合には、発光ダイオード１０７を点灯させ、発光
ダイオード１０８を消灯させる。逆に、交流スイッチ１０５がバイパス線１０９側に接続
されている場合には、発光ダイオード１０８を点灯させ、発光ダイオード１０７を消灯さ
せる。なお、ＵＰＳ１００には、このＵＰＳ１００の監視・操作等を行うための監視・操
作用のパソコンに接続されるシリアルポート１１０および遠方操作インターフェース１１
１が備えられている。
【００２９】
　ところで、負荷機器４００が、例えば、コンピュータ、半導体の製造ライン、あるいは
医療機器等である場合には、極めて短い時間であっても、これらの負荷機器４００への電
力（商用電流）の供給が断たれないようにする必要がある。しかしながら、落雷等により
止むを得ず商用電源３００に停電が発生する場合がある。
【００３０】
　一方、ＵＰＳ１００は、商用電源３００からの電力の供給が断たれた場合に、予めバッ
テリ１１２に蓄えられている直流電流がＤＣ／ＤＣコンバータ１１３およびインバータ１
０４を介して所望の電圧と周波数の交流電流として出力端子１０２に出力されるように構
成されている。したがって、商用電源３００に停電が発生した場合であっても、負荷機器
４００は、ＵＰＳ１００のバッテリ１１２から電力の供給を受け稼動を継続することがで
きる。なお、ＵＰＳ１００のバッテリ１１２は、商用電源３００からの電力が供給されて
いる間は、充電器１１４により常時充電が行われている。そのため、ＵＰＳ１００は、商
用電源３００が停電した際には、常にフル充電の状態で負荷機器４００への電力の供給を
開始できるように構成されている。
【００３１】
　ところで、ＵＰＳ１００には、バッテリ１１２の他、不図示の冷却ファン等、寿命のあ
る部品や装置が使用されている。そのため、ＵＰＳ１００の正常な動作を維持するため、
これらの寿命のある部品等の交換や点検等のメンテナンスを、定期的にあるいは必要に応
じて実施したり、ＵＰＳ１００を新品のＵＰＳ（ＵＰＳ１００と同一の構成）に交換する
対策を講じる必要がある。
【００３２】
　メンテナンスの実施に当たっては、感電事故の防止等のため、メンテナンスの対象であ
る常時使用しているＵＰＳ１００を不図示の代替のＵＰＳ（ＵＰＳ１００と同一の構成）
に交換し、商用電源３００と負荷機器４００との間から取り外され無通電の状態にあるＵ
ＰＳ１００に対してメンテナンスを行う。そして、ＵＰＳ１００のメンテナンスを完了し
た後、このメンテナンス済みのＵＰＳ１００を代替のＵＰＳと交換する。
【００３３】
このように、ＵＰＳ１００を商用電源３００と負荷機器４００の間から取り外してから代
替のＵＰＳに入れ替えるまでの間は、商用電源３００と負荷機器４００との間にＵＰＳ１
００も代替のＵＰＳも存在しない状態となる。また、代替のＵＰＳをメンテナンスが完了
したＵＰＳ１００と入れ替える際にも、代替のＵＰＳを商用電源３００と負荷機器４００
の間から外してからメンテナンスが完了したＵＰＳ１００に入れ替えるまでの間は、商用
電源３００と負荷機器４００との間にＵＰＳ１００も代替のＵＰＳも存在しない状態とな
る。またさらに、ＵＰＳ１００を新品のＵＰＳに取り替える場合にも、ＵＰＳ１００を商
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用電源３００と負荷機器４００の間から取り外してから新品のＵＰＳに入れ替えるまでの
間は、商用電源３００と負荷機器４００との間に、ＵＰＳ１００も新品のＵＰＳも存在し
ない状態となる。
【００３４】
　しかしながら、上述したように、コンピュータ等の負荷機器４００は、一瞬たりとも停
止することが許されない。つまり、上述のメンテナンスに伴うＵＰＳ１００と代替のＵＰ
Ｓとの交換作業を行う際であっても、負荷機器４００への給電を停止することなく、交換
作業を行う必要がある。ＵＰＳ１００から新品のＵＰＳへの交換作業を行う際も同様に、
負荷機器４００への給電を停止することなく、交換作業を行う必要がある。
【００３５】
　そのため、負荷機器４００には、商用電源３００との間に、ＵＰＳ１００に並列に保守
バイパス装置１が取り付けられ、ＵＰＳ１００が取り外された状態でも、負荷機器４００
へ商用電流の供給を継続することができるように対策が施されている。つまり、保守バイ
パス装置１は、ＵＰＳ１００が取り外されても、商用電源３００から負荷機器４００に商
用電流を供給することができるように構成されている
【００３６】
　保守バイパス装置１には、スイッチ７，８，９が備えられ、ＵＰＳ１００の使用時には
、上述したようにスイッチ７，８が閉状態、スイッチ９が開状態に設定されている。一方
、ＵＰＳ１００が取り外される際には、スイッチ９を閉状態とすると共にスイッチ７，８
を開状態に設定する。このようにスイッチ９を閉状態としスイッチ７，８を開状態とする
ことで、商用電源３００から供給される商用電流は、ＵＰＳ１００に出力されることなく
、保守バイパス装置１を介して、保守バイパス装置１の出力端子１２に出力されるように
なる。すなわち、保守バイパス装置１を介して負荷機器４００に商用電流を供給する状態
とすることで、ＵＰＳ１００を取り外しても、負荷機器４００への電力の供給が停止する
ことはない。
【００３７】
　このように商用電流が保守バイパス装置１をバイパス（経由）して負荷機器４００に供
給されている間に、接続線５０１のＵＰＳ側出力端子３に対するコネクタ接続を切り離す
と共に、接続線５０２のＵＰＳ側入力端子５に対するコネクタ接続も切り離す。そして、
ＵＰＳ１００を接続線５０１，５０２と共に商用電源３００と負荷機器４００との間から
取り外す。
【００３８】
　続いて、ＵＰＳ１００に替えて代替のＵＰＳ（ＵＰＳ１００と同一構成）を、保守バイ
パス装置１に接続する。この代替のＵＰＳの入力端子１０１と出力端子１０２には、それ
ぞれ予め接続線５０１，５０２の一端側が接続されていて、接続線５０１，５０２の他端
側をそれぞれＵＰＳ側出力端子３とＵＰＳ側入力端子５にコネクタ接続することで、この
代替のＵＰＳは保守バイパス装置１に接続される。
【００３９】
　保守バイパス装置１に接続されている代替のＵＰＳをメンテナンスが行われたＵＰＳ１
００と交換したり、あるいは、保守バイパス装置１に接続されているＵＰＳ１００を新品
のＵＰＳに交換する際にも、上述したように、スイッチ７，８，９の切り換え操作とコネ
クタ４，６の切り離し作業と接続作業を行い、これらの交換作業を実施する。
【００４０】
　なお、スイッチ７，８が閉状態にありスイッチ９が開状態にあるＵＰＳ１００の使用状
態から、スイッチ７，８が開状態にありスイッチ９が閉状態にある保守バイパス装置１の
使用状態に、スイッチ７，８，９の切り換えを行う際には、次の順序でこの切り換えを行
う。先ず、スイッチ７，８は閉状態を維持したままにして、スイッチ９を閉状態とする。
すなわち、スイッチ７，８，９を全て閉状態とし、負荷機器４００が、保守バイパス装置
１とＵＰＳ１００の２つを介して電気的に商用電源３００に接続された状態とする。この
状態となった後、スイッチ９を閉状態のままスイッチ７，８を開状態とし、負荷機器４０
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０が、保守バイパス装置１のみを介して商用電源３００に電気的に接続されている状態と
する。
【００４１】
　このようにスイッチ７，８，９の切り換えを行うことにより、負荷機器４００への商用
電流の供給を停止することなく、商用電流の供給をＵＰＳ１００を介して行う状態から保
守バイパス装置１を介して行う状態へと切り換えることができる。
【００４２】
　なお、スイッチ７，８，９は、図２等に示す、ロータリースイッチ１４により構成され
ている。このロータリースイッチ１４は、図２に示す選択位置１４Ａ，１４Ｂ，１４Ｃを
選択可能になっている。
【００４３】
　つまり、ロータリースイッチ１４は、選択位置１４Ａに回転させられているときには、
スイッチ７，８が閉状態でありスイッチ９が開状態になるように構成されている。また、
選択位置１４Ｂに回転させられているときには、スイッチ７，８，９が閉状態に、さらに
、選択位置１４Ｃに回転させられているときには、スイッチ７，８が開状態であり、スイ
ッチ９が閉状態になるようにロータリースイッチ１４は構成されている。
【００４４】
　ところで、インバータ１０４はインピーダンスが低いので、交流スイッチ１０５がイン
バータ１０４側に接続されている状態で、スイッチ７，８，９が閉状態となった場合には
、保守バイパス装置１に流れた商用電流がＵＰＳ１００側に流れ、負荷機器４００への商
用電流の供給に障害が生じる。そのため、ロータリースイッチ１４の選択位置を選択位置
１４Ａから選択位置１４Ｂに切り換えるのに先立ち、交流スイッチ１０５をバイパス線１
０９側に切り換え、この切り換えを行った後、ロータリースイッチ１４の選択位置１４Ｂ
，１４Ｃに回転する。これにより、負荷機器４００への商用電流の供給に障害が生じない
ようにする。
【００４５】
　なお、発光ダイオード駆動回路１０６により、交流スイッチ１０５がインバータ１０４
側に接続されているときには発光ダイオード１０７を点灯させ、交流スイッチ１０５がバ
イパス線１０９側に接続されているときには発光ダイオード１０８を点灯させる。このた
め、発光ダイオード１０７，１０８の点灯状態により、交流スイッチ１０５が、バイパス
線１０９側とインバータ１０４側のどちらに接続されているかを知ることができ、スイッ
チ８を閉状態としてもよいか否かを判断することができる。
【００４６】
　なお、代替のＵＰＳを保守バイパス装置１から取り外す際にも、上述と同様に、交流ス
イッチ１０５の切り換え操作を行った後、ロータリースイッチ１４を選択位置１４Ａから
選択位置１４Ｂ，１４Ｃに回転する。また、ＵＰＳ１００も代替のＵＰＳも、あるいは新
品のＵＰＳも接続されていない保守バイパス装置１に、代替のＵＰＳやメンテナンスを終
えたＵＰＳ１００あるいは新品のＵＰＳを接続する際にも、保守バイパス装置１側に流れ
ている商用電流がインバータ１０４に流れ込まないように、代替のＵＰＳ、メンテナンス
を終えたＵＰＳ１００、あるいは新品のＵＰＳに備えられる交流スイッチ１０５をバイパ
ス線１０９側に切り換えた状態で行う。
【００４７】
　そして、ＵＰＳ１００から代替のＵＰＳに交換が完了した後、あるいは代替のＵＰＳか
らＵＰＳ１００に交換が完了した後、または、ＵＰＳ１００から新品のＵＰＳに交換が終
わった後、スイッチ７およびスイッチ８を閉状態とし、かつ、スイッチ９を開状態とする
ことで、商用電源３００からの商用電流を、ＵＰＳ１００を経由して、負荷機器４００に
供給させる。
【００４８】
　次に、図２から図５を参照しながら、保守バイパス装置１の外部の構成について説明す
る。
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【００４９】
　図２に示すように、保守バイパス装置１の前面パネルとしての操作パネル２には、上述
した入力端子１０、出力端子１２、コネクタ４の受部１５、コネクタ６の受部１６、ロー
タリースイッチ１４、ブレーカ１１他、保守バイパス装置１の作動状態を示す表示部１７
が備えられている。なお、本実施の形態に係る保守バイパス装置１においては、保守バイ
パス装置１に対して操作あるいは作業を行う作業者の立ち位置となる側を保守バイパス装
置１の前側とし、操作パネル２は、保守バイパス装置１の前面に配設されている。
【００５０】
　商用電源３００（図１参照）が接続される入力端子１０は、端子台１８により構成され
、また、負荷機器４００が接続される出力端子１２は端子台１９により構成されている。
入力端子１０を構成する端子台１８は、一端側が商用電源３００に接続される３本の導電
線６０１，６０１，６０１の他端側を接続することができるように、３つの端子接続部１
８Ａ，１８Ａ，１８Ａを備えている。商用電源３００には、それぞれ導電線６０１，６０
１，６０１が備えられている。各端子接続部１８Ａ，１８Ａ，１８Ａは、導電線６０１，
６０１，６０１に設けられた圧着端子６０１Ａ，６０１Ａ，６０１Ａをねじ１８Ｂ，１８
Ｂ，１８Ｂにより固定する構成になっている。
【００５１】
　出力端子１２を構成する端子台１９は、商用電源３００に対応して、３つの端子接続部
１９Ａ，１９Ａ，１９Ａを備えている。３つの端子接続部１９Ａ，１９Ａ，１９Ａには、
それぞれ一端側が負荷機器４００（図１参照）に接続される３本の導電線６０２，６０２
，６０２の他端側が接続されている。導電線６０２，６０２，６０２の端子接続部１９Ａ
，１９Ａ，１９Ａ側の端部には、圧着端子６０２Ａ，６０２Ａ，６０２Ａが設けられ、端
子接続部１９Ａ，１９Ａ，１９Ａも接続端子部１８Ａ，１８Ａ，１８Ａと同様に、圧着端
子６０２Ａ，６０２Ａ，６０２Ａをねじ１９Ｂ，１９Ｂ，１９Ｂにより固定する構成にな
っている。
【００５２】
　このように入力端子１０を端子台１８により構成することにより、商用電源３００に接
続される導電線６０１，６０１，６０１を、端子台１８に接続したり切り離しする際には
、３つのねじ１９Ｂを締め込む作業や緩ませる作業を必要とするものの、圧着端子６０１
Ａ，６０１Ａ，６０１Ａを接続端子部１８Ａ，１８Ａ，１８Ａに接続した状態においては
、３つのねじ１８Ｂをそれぞれ確実に締め込むことで、強固な接続状態を得ることができ
るようになっている。
【００５３】
　また、同様に、出力端子１２を端子台１９により構成することにより、負荷機器４００
に接続される導電線６０２，６０２，６０２を、端子台１９に接続したり切り離しする際
には、３つのねじ１９Ｂを締め込む作業や緩ませる作業を必要とするものの、圧着端子６
０２Ａ，６０２Ａ，６０２Ａを接続端子部１９Ａ，１９Ａ，１９Ａに接続した状態におい
ては、３つのねじ１９Ｂをそれぞれ確実に締め込むことで、強固な接続状態を得ることが
できるようになっている。
【００５４】
　受部１５は、接続線５０１の一端に備えられる差込部２０と共にコネクタ４を構成し、
差込部２０が受部１５に差し込まれることで、ＵＰＳ側出力端子３（図１参照）が接続線
５０１と接続することになる。すなわち、受部１５は、接続線５０１との接続部であり、
ＵＰＳ側出力端子３と接続線５０１とはコネクタ４によりコネクタ接続される。このコネ
クタ４は、差込部２０を手指で摘み持ち、受部１５に対して、差し込んだり、あるいは引
き抜いたりすることで、接続と切り離しを行える構成のものである。つまり、コネクタ４
は、器具を用いることなく差込部２０を受部１５に対して接続と切り離しを行える構成の
ものである。なお、接続線５０１は、図１の回路ブロック図においては１本の線で描かれ
ているが、実際には、図２に示されるように３本の導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａ
により構成され、各導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａの一端側にそれぞれ差込部２０
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が備えられている。受部１５も、図２に示されるように各差込部２０，２０に対応して３
つ備えられ、３つの差込部２０，２０，２０と３つの受部１５，１５，１５とが互いにコ
ネクタ接続可能になっている。
【００５５】
　各導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａの他端側は、ＵＰＳ１００の入力端子１０１（
図１参照）に接続される。この入力端子１０１は、ＵＰＳ１００の不図示の背面に設けら
れる端子台（不図示）により構成され、この端子台は、上述した端子台１８あるいは端子
台１９と同様の構成になっている。
【００５６】
　受部１６は、接続線５０２の一端に備えられる差込部２１と共にコネクタ６を構成し、
差込部２１が受部１６に差し込まれることで、ＵＰＳ側入力端子５（図１参照）が接続線
５０２と接続することになる。すなわち、受部１６は、接続線５０２との接続部であり、
ＵＰＳ側入力端子５と接続線５０２とはコネクタ６によりコネクタ接続される。このコネ
クタ６もコネクタ４と同様に、器具を用いることなく差込部２１を受部１６に対して接続
と切り離しを行える構成のものである。なお、接続線５０２は、図１の回路ブロック図に
おいては１本の線で描かれているが、実際には、図２に示されるように２本の導電線５０
２Ａ，５０２Ａにより構成され、各導電線５０２Ａ，５０２Ａの一端側にはそれぞれ差込
部２１が備えられている。受部１６も、図２に示されるように各差込部２１，２１に対応
して２つ備えられ、２つの差込部２１，２１と２つの受部１６，１６とは互いにコネクタ
接続可能になっている。
【００５７】
　各導電線５０２Ａ，５０２Ａの他端側は、ＵＰＳ１００の出力端子１０２（図１参照）
に接続される。この出力端子１０２は、ＵＰＳ１００の背面（不図示）に設けられる不図
示の端子台（導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａが接続される端子台とは異なる端子台
）により構成され、この端子台は、上述した端子台１８あるいは端子台１９と同様の構成
になっている。
【００５８】
　上述したように、端子台１８には商用電源３００に接続される導電線６０１，６０１，
６０１を接続し、端子台１９には負荷機器４００に接続される導電線６０２，６０２，６
０２を接続する。そして、受部１５にはＵＰＳ１００の入力端子１０１に接続される導電
線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａを接続し、さらに、受部１６にはＵＰＳ１００の出力端
子１０２に接続される導電線５０２Ａ，５０２Ａを接続する。このように、端子台１８、
端子台１９、受部１５、および受部１６にそれぞれ所定の配線を行うことにより、保守バ
イパス装置１を、電気的に商用電源３００と負荷機器４００との間にＵＰＳ１００と並列
に配設することができる。
【００５９】
　つまり、ロータリースイッチ１４を選択位置１４Ａに設定した状態、すなわち、スイッ
チ７，８が閉状態であり、スイッチ３が開状態の場合においては、端子台１８から入力し
た商用電流はＵＰＳ側出力端子３に出力される。ＵＰＳ側出力端子３に出力した商用電流
は、コネクタ４にコネクタ接続する導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａを介してＵＰＳ
１００の背面に設けられる入力端子１０１に入力し、ＵＰＳ１００を経由してＵＰＳ１０
０の背面に設けられる出力端子１０２に出力する。出力端子１０２に出力した商用電流は
、コネクタ６にコネクタ接続する導電線５０２Ａ，５０２Ａを介して保守バイパス装置１
のＵＰＳ側入力端子５に入力する。ＵＰＳ側入力端子５に入力した商用電流は端子台１９
から出力し、導電線６０２，６０２，６０２を介して負荷機器４００に入力する。
【００６０】
　表示部１７は、４つの発光ダイオード２３，２４，２５，２６を有し、これらの発光ダ
イオード２３，２４，２５，２６により、保守バイパス装置１に正常に商用電流が入出力
しているかを監視することができるようになっている。すなわち、発光ダイオード２３は
、入力端子１０（端子台１８）に商用電流が入力しているかどうかを表示し、発光ダイオ



(10) JP 5176407 B2 2013.4.3

10

20

30

40

50

ード２４は、出力端子１２（端子台１９）に商用電力の出力があるかを表示する。また、
発光ダイオード２５は、ＵＰＳ側出力端子３（受部１５）に商用電力の出力があるかどう
かを表示し、また、発光ダイオード２６は、ＵＰＳ側入力端子５（受部１６）に商用電流
の入力があるかどうかを表示する。各発光ダイオード２３，２４，２５，２６は、保守バ
イパス装置１に正常に商用電流が流れているときには点灯し、異常等により商用電流が流
れていないときには、流れていない箇所に対応する発光ダイオード２３，２４，２５，２
６は消灯している。したがって、発光ダイオード２３，２４，２５，２６の点灯・消灯状
態により、保守バイパス装置１に正常に商用電流が流れているかどうかを確認することが
できる。
【００６１】
　保守バイパス装置１は、図３に示すように、操作パネル２の前方に保護パネル２７が備
えられている。保護パネル２７は、操作パネル２との間に間隔Ｓを隔てて配設され、支持
板２８，２９を介して、保守バイパス装置１の筐体３０の左右の側面３０Ｌ，３０Ｒに支
持されている。
【００６２】
　支持板２８，２９の保護パネル２７が取り付けられる側となる前方の端部の近傍には、
それぞれ内側に直角に延設した突起片２８Ａ，２９Ａが設けられ、また、この突起片２８
Ａ，２９Ａのやや前方には外側に直角に延設した突起片２８Ｂ，２９Ｂが設けられている
。保護パネル２７は突起片２８Ａ，２９Ａにねじ３１により固定され取り付けられている
。このねじ３１は、ローレットねじや蝶ねじ等の手指により締め込みと取り外しを行うこ
とができるものを使用している。本実施の形態ではローレットねじを使用している。
【００６３】
　保護パネル２７の上下方向の高さ（幅）Ｗ１は、操作パネル２の上下方向の高さ（幅）
Ｗ２よりも広く構成されている。保護パネル２７は、保護パネル２７の下縁２７Ａが操作
パネル２の下縁２Ａと同じ高さになるように突起片２８Ａ，２９Ａに取り付けられ、保護
パネル２７の上縁２７Ｂは、操作パネル２の上縁２Ｂより上方に突出している。したがっ
て、保守バイパス装置１を前方から見たときに、保護パネル２７は、操作パネル２の全面
を覆うとともに、操作パネル２の上縁２Ｂよりも高い位置を覆っている。
【００６４】
　保守バイパス装置１は、図４、図５に示すように、ＵＰＳ１００と共にラック２００に
搭載されて使用される。保守バイパス装置１は、支持板２８，２９の突出片２８Ｂ，２９
Ｂの後面をラック２００の前方側に在る左右の支柱２０１，２０２の前面部２０１Ａ，２
０２Ａに当接させてラック２００に搭載されることで、ラック２００に搭載されたときの
前後方向の位置決めが行われる。保守バイパス装置１は、突起片２８Ｂ，２９Ｂの部分が
ねじ３２により左右の支柱２０１，２０２に固定されることで、ラック２００に対して固
定される。また、突起片２８Ｂ，２９Ｂの前面側には、アーム３３，３４が取り付けられ
ている。このアームアーム３３，３４は、保守バイパス装置１をラック２００に搭載した
り、ラック２００から取り出す際に手掛かりとして使用される。
【００６５】
　保守バイパス装置１は、上述したように、保護パネル２７により、操作パネル２の全面
が覆われている。そのため、ＵＰＳ１００の保守作業等を行う際に、作業者あるいは部外
者が、不用意に操作パネル２の端子台１８，１９等に接触する等して感電事故を起こした
り、コネクタ４，６に接触して、コネクタ４，６の接続を外してしまう等の事故を防ぐこ
とができる。
【００６６】
　保守バイパス装置１は、操作パネル２と保護パネル２７の間に間隔Ｓが設けられている
。そのため、保守バイパス装置１は、突起片２８Ｂ，２９Ｂをラック２００の支柱２０１
，２０２に対して位置決めしてラック２００に搭載したときに、操作パネル２は、ラック
２００の支柱２０１，２０２よりほぼ間隔Ｓ分だけ後方に位置することになる。
【００６７】
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　ところで、ＵＰＳ１００のメンテナンスや交換を行う際には、保護パネル２７を支持板
２８Ａ，２９Ａから取り外し、操作パネル２に前方から手指等を臨ませることができるよ
うにする。しかしながら、上述したように操作パネル２はラック２００の前面位置となる
支柱２０１，２０２の前面部２０１Ａ，２０２Ａよりほぼ間隔Ｓ分だけ後方に位置してい
る。このように、操作パネル２がラック２００の前面より後方に位置することで、保護パ
ネル２７を取り外す際や取り外した状態において、手指等が不用意に操作パネル２に触れ
て感電等の事故が発生することを防ぐことができる。
【００６８】
　ＵＰＳ１００（代替のＵＰＳ、新品のＵＰＳ）と保守バイパス装置１との電気的な接続
と切り離しは、保護パネル２７を取り外した状態でコネクタ４，６の接続または切り離し
を行うことにより行う。つまり、ＵＰＳ１００（代替のＵＰＳ）を保守バイパス装置１か
ら取り外す際には受部１５，１６から差込部２０，２１を抜き取るだけで、ＵＰＳ１００
（代替のＵＰＳ）と保守バイパス装置１とを電気的に切り離すことができる。また、ＵＰ
Ｓ１００（代替のＵＰＳ、新品のＵＰＳ）を保守バイパス装置１に接続する際には受部１
５，１６に差込部２０，２１を差し込むだけで、ＵＰＳ１００（代替のＵＰＳ、新品のＵ
ＰＳ）と保守バイパス装置１を電気的に接続することができる。
【００６９】
　すなわち、ＵＰＳ１００（代替のＵＰＳ、新品のＵＰＳ）と保守バイパス装置１との電
気的な接続と切り離しを行う作業をコネクタ４，６の接続と切り離しという簡便な作業と
することができ、作業時間の短縮を図ることができる。そのため、負荷機器４００が保守
バイパス装置１を介して商用電源３００から商用電流の供給を直接受けている時間を短く
することができ、かかる時間内に、商用電源３００の側に停電が発生し、負荷機器４００
への給電が停止してしまうリスクを減らすことができる。また、コネクタ４，６は、その
接続および切り離しを器具を用いることなく行うことができるものであるため、器具が端
子間を短絡させてしまう事故を防止できる。コネクタ４，６は、例えば、差込部に相当す
るプラグと受部に相当するジャックの組合せ形式のものやソケット形式のもの等を用いる
。
【００７０】
　図５に示すように保守バイパス装置１の上下方向の厚さＷ３は、ラック２００の保守バ
イパス装置１が収容される段の収容スペース２０３の上下方向、すなわちラック２００に
保守バイパス装置１、ＵＰＳ１００が搭載される段の並び方向の幅Ｔより薄く構成されて
いる。なお、本実施の形態では、操作パネル２の高さ（幅）Ｗ２と保守バイパス装置１の
厚さＷ３はほぼ同じに設定している。このように、保守バイパス装置１の厚さＷ３を、ラ
ック２００の収容スペース２０３の上下方向の幅Ｔよりの薄く構成することで、保守バイ
パス装置１の上面３５とＵＰＳ１００の下面１１５との間には間隙Ｐが形成される。そし
て、保守バイパス装置１の厚さＷ３は、間隙Ｐの間隔が導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０
１Ａ、および導電線５０２Ａ，５０２Ａの太さよりも広くなるように設定されている。そ
のため、間隙Ｐを通して、導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａと導電線５０２Ａ，５０
２ＡをＵＰＳ１００の後面側から保守バイパス装置１の前面側に位置する操作パネル２の
側に取り出すことができる。そして、導電線５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａと導電線５０
２Ａ，５０２Ａの保守バイパス装置１との接続部であるコネクタ４，６の受部１５，１６
を操作パネル２に設けることができる。
【００７１】
　つまり、保護パネル２７を取り外したときに、保守バイパス装置１の前面となる操作パ
ネル２に、コネクタ４，６の受部１５，１６を設けることで、導電線５０１Ａ，５０１Ａ
，５０１Ａと導電線５０２Ａ，５０２Ａの保守バイパス装置１との接続や切り離し作業を
容易に行うことができる。
【００７２】
　ところで、ＵＰＳ１００は、バッテリ１１２が内蔵されているため、その重量が重い。
そのため、ＵＰＳ１００をラック２００に搭載する場合には、地震時等の転倒防止のため
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、ＵＰＳ１００の保守を行うために備えるものであることから、ＵＰＳ１００の近くに配
設することが好ましい。したがって、保守バイパス装置１もラック２００の下側の段に搭
載されることが多い。つまり、保守バイパス装置１は、ラック２００に搭載された状態で
作業者の目線よりも低い位置に配設されることが多い。
【００７３】
　そのため、保護パネル２７が操作パネル２の上縁２Ｂよりも高い位置を覆うことで、保
護パネル２７の上方から操作パネル２に不用意に手指等が入ってしまうことを効果的に防
止することができる。
【００７４】
　また、保護パネル２７の上下方向の高さ（幅）Ｗ１は、保守バイパス装置１をラック２
００に収容した際に、前方からみた見栄えが良くなるように、保守バイパス装置１が収容
される段の収容スペース２０３の上部と保護パネル２７の上縁２７Ｂとの間に大きな間隔
が空かないように設定されている。すなわち、図４，図５に示すように、保守バイパス装
置１が収容される段の上側にＵＰＳ１００が収容されている場合には、ＵＰＳ１００の操
作パネル１１６の下縁１１６Ａと保守バイパス装置１の保護パネル２７Ｂの上縁とに大き
な隙間が空かないように保護パネル２７の上下方向の高さ（幅）Ｗ１が設定される。
【００７５】
　このように、ＵＰＳ１００の操作パネル２の下縁１１６Ａと保守バイパス装置１の保護
パネル２７の上縁２７Ｂとの間に大きな隙間が空かないように保護パネル２７を形成する
ことにより、手指が、ＵＰＳ１００の操作パネル１１６の下縁１１６Ａと保守バイパス装
置１の保護パネル２７の上縁２７Ｂとの間から入ってしまい、操作パネル２に不用意に触
れてしまうことをより効果的に防止できる。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】保守バイパス装置とこの保守バイパス装置が接続されるＵＰＳの回路構成を示す
回路ブロック図である。
【図２】図１に示す保守バイパス装置の操作パネルの構成を示す図である。
【図３】図１に示す保守バイパス装置の外部の構成を示すもので、（Ａ）は、保守バイパ
ス装置の平面図であり、（Ｂ）は、正面図である。また、（Ｃ）は、保守バイパス装置の
保守バイパス装置の左側面図であり、（Ｄ）は、右側面図である。
【図４】保守バイパス装置とＵＰＳとをラックに搭載した状態を示す斜視図である。
【図５】図４に示す保守バイパス装置とＵＰＳとがラックに搭載された状態を右側面から
みたときの保守バイパス装置とＵＰＳとの配設関係を示す図である。
【符号の説明】
【００７７】
　１　・・・　保守バイパス装置
　２　…　操作パネル（前面パネル）
　１５，１６　…　受部（接続部）
　２７　・・・　保護パネル
　１００　…　無停電電源装置
　２００　…　ラック
　２０３　…　収納スペース
　３００　…　商用電源（電源）
　４００　…　負荷機器
　５０１Ａ，５０１Ａ，５０１Ａ，５０２Ａ，５０２Ａ　・・・　接続線
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